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1. FinTech発展の背景 

FinTech領域におけるベンチャー企業創業の背景 

過去 現在 

企業のサービス水準と
顧客ニーズは近接 

企業のサービス水準と
顧客ニーズが 

大きく乖離 

ギャップを埋める 

ビジネスの機会発生 

顧客は企業の 

提供サービスを受容 

顧客ニーズ⇒拡大 
<背景> 

• リテラシー向上 

企業のサービス水準⇒横ばい・微増 
<背景> 

• 規制による制約 

• 既存の大規模インフラへの粘着性 

ベンチャー企業が 

多数創業 

新規参入の余地少 

金融とＩＴの融合による技術革新であるFinTechが発展していますが、この背景には、規制やインフラの影響

により、企業のサービス水準と消費者のニーズに乖離が生じ、多くのビジネス機会が発生している状況で新

技術が登場しているためと考えられます。 

水準 

技術革新 
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2. FinTechにおける成功要因 

FinTechにおける成功要因 

既存技術 

競争力の源泉 利用技術 

新規技術 

社会課題 

解決の視点 

革新的な 

ビジネスモデル 

飛躍的 

顧客経験 

 新規ビジネスの創出、評
価にあたっては、その起点
が「社会課題」に根差して
いるか、将来的な社会像
が明確であるかが重要 

 収益モデルを抜本的に変
革し、価格競争・他社比較
を回避 

 フリーミアムは、大規模な
普及による業界標準獲得
やネットワーク効果を企図 

 既存のソリューションから
圧倒的に顧客経験が変わ
らない限り、ロックインされ
た顧客は移行しない(「改

善」レベルでは、スイッチン
グコストに及ばない) 

ビットコインでの例 

 模倣困難であれば、大き
な差別化要因を形成 

 新規性は高くとも消費者
の感覚とそぐわない(利用
方法が複雑すぎる等)場合

は、サービス普及の阻害
要因となる 

 既存技術の組み合わせに
より高い競争力を備えるこ
とは十分に可能 

 利用者にストレスを与えな
い、安全性を確保する等
最低限の水準は維持する
必要 

 

既存技術 

新規技術 

社会課題 

解決の視点 

革新的な 

ビジネスモデル 

飛躍的 

顧客経験 

<特徴的な要素> 
 社会課題解決の視点 

 迅速・安価な決済手段を求める社会
のニーズに新技術で呼応 

 革新的なビジネスモデル 

 有志が安全性を担保する新しい体系 

 新規技術 

 最先端の認証・暗号理論により実現 

 

<他に比して同程度の要素> 
 顧客経験 

 他の支払手段と同等の手間 

成功企業は、社会課題解決の視点、革新的ビジネスモデル、飛躍的顧客経験のいずれかが競争力の源泉

となっており、利用技術の新規性は必ずしも必要とされているわけではありません。 

従来 企業から顧客へ強制 

現在 ニーズに応じて事業を組成 

従来 
既存の仕組みを放棄できず
新規技術は限界的位置づけ 

現在 
既存技術でも新事業を 

展開可能 

または 
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3. FinTechの金融サービスへの影響範囲（1/2） 

3 

World Economic Forumでは、40超の金融機関、100超のFinTech企業へのヒアリング、6回のワーク

ショップを通じ、金融サービスの6領域において、11のイノベーション要素があると定義しています。 

(出所)World Economic Forum : The Future of Financial Services 

World Economic Forumによる金融サービス分類とイノベーションの要素 

重要なイノベーション 金融サービス 

決済 

市場予測 

資本調達 

資産管理 

融資 

保険 

• キャッシュレス化(モバイルペイメント等) 

• 新たな決済手段の登場(仮想通貨等) 

• システムの高度化(人工知能等) 

• 取引支援プラットフォームの登場(情報取集等) 

• クラウドファンディング 

• 情報活用に長けた投資家増加(ロボアドバイザー等) 

• 投資プロセスの外注化(オープンソース活用等) 

• 新たな融資手法の登場(P2Pレンディング等) 

• 顧客の嗜好の変化(モバイル重視等) 

• 保険のアンバンドル化(募集、引受、ヘッジ等が分化) 

• 機器と統合した保険(スマートカー保険等) 
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3. FinTechの金融サービスへの影響範囲（2/2） 

4 

World Economic Forumで予測している未来は、既存金融の仕組みが破壊され、各金融機関がサービス

や業務の見直しを迫られることを示唆しています。 

(出所)World Economic Forum : The Future of Financial Services 

決済 

市場
予測 

資本
調達 

資産
管理 

融資 

保険 

新たな決済手段の登場 

キャッシュレス化 

暗号通貨により迅速・安価・ボーダレスな価値移転が一般化 

既存決済システムに新たな機能(請求書発行、セキュリティ等)が搭載、消費者行動が劇的に変化 

取引支援プラットフォームの登場 

システムの高度化 

投資プロセスの外注化 

情報活用に長けた投資家増加 

クラウドファンディング 

顧客の嗜好の変化 

新たな融資手法の登場 

機器と統合した保険 

保険のアンバンドル化 

金融サービスとイノベーション シナリオ 

新たな情報プラットフォームが市場間の連携を促進、結果として市場の流動性や効率性が向上 

アルゴリズムトレードにおいて、高頻度取引が衰退し、実際のニュースを加味した取引が主流化 

外注化可能な業務が拡大し、金融機関は業務効率化や品質向上を更に推進可能に 

ロボアドバイザーの浸透により、高度な資産管理方法が一般化。手数料は下落 

クラウドファンディングにより、資本調達のハードルが低下し、資本市場等の活性化に貢献 

各種新サービスが浸透し、顧客の要求水準が向上。既存銀行は融資業務を再考する必要あり 

新たな融資プラットフォームの登場により、信用力評価やローン組成のあり方が変化 

自動車や家庭にネットワーク接続したセンサーが搭載され、保険商品がより個人にカスタマイズ 

オンライン保険の比較検討が容易になり、既存の保険会社は商品の差別化が困難に 

イノベーションにより起きうるシナリオ 
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4. FinTech企業の取組状況（1/2） 
 ～銀行業務における全体像 

5 

FinTech企業のサービス領域は、銀行業務において、伝統的領域の改善や従来の顧客層に留まることな

く、新たな価値の提供や新たな顧客層の開拓へ裾野を広げています。 

伝統的領域 

の改善 
融資 

預金 

為替 

新たな価値 

の提供 

対顧客 

対銀行 

PFM CMS 

融資仲介 

EC決済 ﾓﾊﾞｲﾙ海外送金 P2P送金 

ﾓﾊﾞｲﾙﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ 

ローン管理 

金融情報 

ｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞﾚﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ 

中小企業支援 

金融インフラ セキュリティ 

SNS/PFMﾚﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ 

mPOS 

金融教育 

顧客フロント 

運用支援 

従来の顧客層 新たな顧客層 

(出所)各社HPよりデロイト トーマツ コンサルティング作成 

次頁詳細 



© 2015. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC. 

ｵ
ﾙ
ﾀ
ﾅ
ﾃ
ｨﾌ
ﾞﾚ
ﾝ
ﾃ
ﾞｨﾝ
ｸ
ﾞ 

S
N

S
/P

F
M
ﾚ
ﾝ
ﾃ
ﾞｨﾝ
ｸ
ﾞ 

4. FinTech企業の取組状況（1/2） 
 ～非従来型融資(含む、融資仲介) 

6 

米国で発展した非従来型融資は、通常は審査に用いないデータを組み合わせて高度なデータ分析により

信用力を判定することで、従来、貸出ができなかったUnbanked層やSMEへの融資を可能としました。 

但し、日本とは顧客や規制の違いがあるため、同一のビジネスモデルでは成り立ちにくいと思料します。 

融資対象 従来型に加えて利用する情報 資金元 金利/手数料 貸出金額 

EC EMS PFM SNS その他 

 信用力の低い個人 

 金融教育提供による信用
力の計測・向上 

 全米上位10％の優良層 

(ニアプライム層) 

 決済、外部情報も活用 

 信用力の低い個人 

 氏名の書き方、携帯の更
新履歴等、独自のモデル 

 小規模事業者の運転資金 

 オンライン会計ソフトと自
社PFMが主たる情報源 

 小規模事業者の運転資金 

 複数のデータソースを真
偽を含め判断して審査 

 AMEX加盟店かつ事業継
続1年以上の先 

 カードの取扱高がベース 

 自社 

 個人投資家への仲介 

独自の格付と仲介プラット
フォームを提供 

 ペイデイローン業者 

 自身は貸付せず、独自の
スコアを提供 

 自社 

 自社PFMの利用を義務付
け 

 自社 

 ビクトリーパークキャピタ
ルが資金供出 

月15％程度 ～＄250 

年7.63～ 

23.22％ 

＄1,000～ 

35,000 

― ― 

年15％程度 ＄500～ 

50,000 

当初2ヶ月は 

2～10％ 

残りは1％ 

＄500～ 

50,000 

年4～10％ 

程度 

＄4,000～ 

10,000 

 

 

  

    

 
 自社加盟店の運転資金 

 カード取扱高からの立替
払い(10％／日) 

 EC事業者の運転資金 

 出店先での評判や履歴、
配送履歴等で審査 

 自社 

 自社決済システムの利用
を義務付け 

 自社 

年8～22％ 

程度 

＄3,000～ 

750,000 

年25％程度 ＄25,000～ 

500,000 

(売上の10～30％) 
     

 

 

  

(出所)各社HPよりデロイト トーマツ コンサルティング作成 
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5. 既存金融機関のFinTechの取組（1/2） 
 ～国内・海外銀行の比較 

国内では主にビッグデータと人工知能に対して、欧米では更にブロックチェーンにまで投資/業務提携をして

います。背景として、欧米ではアクセラレータが積極関与し、FinTech企業の初期段階から支援しています。 

金融機関 ベンチャー支援 米国拠点設置 
投資/業務提携 

既存技術(ビッグデータ等) 革新技術(人工知能・ブロックチェーン) 

国内 
  
  

みずほ 

銀行 

• NTTデータと提携し、アク
セラレータプログラムを開
始 

•サンフランシスコに出張
所を開設 

•自社サービスの顧客利便性向上をめ
ざし、マネーフォワード、インテリジェ
ントウェーブ等と提携 

• IBMのワトソンをコールセンター業務に
導入 

三井住友 

銀行 

•米シリコンバレーのアク
セラレータPlug and Play 

Tech Centerと提携 

•三井住友カードのシリ
コンバレー拠点に行員
を派遣 

• EC決済データを活用したトランザク
ションレンディングも視野に入れ、
GMO-PGとJV設立 

• IBMのワトソンをコールセンター業務に
導入 

•米シリコンバレーのSillicon Valley 

Roboticsと提携し、ロボット関連産業の
日米企業マッチングを開始 

三菱東京UFJ 

銀行 

•国内でビジネスコンテスト
を開催。優れたアイデア
に対し、事業奨励金も提
供 

•シリコンバレーにイノ
ベーションセンターを設
置 

•商流データの取り込みを視野にEC
決済世界最大手の米アリバと提携 

• IBMのワトソンをコールセンター業務に
導入 

海外 
  
  

Barclays 

•世界中のFinTechスター
トアップ10社を選び、約2
万ドルの資金と技術支援、
オフィススペースを無償
で提供 

• Techstarsと提携し、
ニューヨークにもアクセ
ラレートプログラムを実
施 

• FinTechスタートアップ向けに、1億ポ
ンドのファンドを1億ポンドの設立 

•決済代行のSquare向けに融資を実
行 

•人工知能を活用したクレジットスコアア
プリを提供するaireに出資 

•ブロックチェーン技術を活用した金融シ
ステムの業務効率化を目指し、ビットコ
イン交換所Safelloと提携 

BBVA 

•ビジネスのアイデアを募
るハッカソンを開催 

• BBVA Venturesをサン
フランシスコに設置 

• 117百万ドルで、提携金融機関に優
れたユーザーインターフェースを提供
するSimpleを買収 

•モバイルアプリ向け対話型人工知能プ
ラットフォームを提供するKasistoに出
資・ビットコイン事業者Coinbaseに出資 

Wells Fargo 

•起業家支援プログラムを
実施。参加者に5～50万
ドル出資 

• Wells Fargo Digital 

Labsをサンフランシス
コに設置 

• ラボ内に顧客向けデモ
スペースを設置 

•眼球認証技術を持つEyeVerifyに出
資 

•モバイルアプリ向け対話型人工知能プ
ラットフォームを提供するKasistoに出資 

•出資まで至らないもののビットコインに
関するサミットを主催等関心を示す 

(出所)各社HP、報道資料よりデロイト トーマツ コンサルティング作成 
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5. 既存金融機関のFinTechの取組（2/2） 
 ～ブロックチェーン 

欧米金融機関では、ブロックチェーンに関する研究が盛んになってきており、中でも、R3と日米欧の大手22

銀行が進めるブロックチェーンによる共通システム構築は注目すべき動きと思料します。 

金融機関 取組概要 

VISA 

• アメリカ、シンガポールにブロックチェーンの研究開発チームを組成。インドのイノベーションラボを新設し、研究に着手
予定 

• 同社と同じくブロックチェーン技術に関心を持つインドの企業、インフォシスと、タタ・コンサルタンシー・サービスとの協
業についても検討中 

ドイツ銀行 

• ブロックチェーンおよび暗号技術を用いた分散台帳は、より広範的なアプリケーションを構築できる可能性を有しており、
新産業の機会を生み出し、既存の技術やプロセスを破壊する可能性を秘めているとし、ブロックチェーン技術を研究中 

• ブロックチェーン活用可能な領域として、①法定通貨の支払と清算、②識別・分割・追跡可能な有価証券の発行および
転送、③有価証券の配当支払自動化、④証券決済と清算、⑤スマートコントラクトを通じたデリバティブの自動執行お
よび清算の効率化、⑥中央管理機関を介さない資産管理、⑦マネーロンダリング監視システム、⑧当局へ透明性の高
い情報の提供と識別 

BNYメロン 

• ビットコインのアルゴリズムを改修した、独自のオルトコイン「BK Coin」を作成し、自行内エンジニアのリワードシステム
として採用 

• ブロックチェーンの仕組み自体や資金の流れを実際にテスト中 
• 業務効率化に向け、技術応用を研究中 

NASDAQ 

• 未公開株式市場の株式をブロックチェーン技術を用いた管理を検討中で、現在プロトタイプ版アプリケーションの構築
に取組中 

• NASDAQの目指すブロックチェーンベースのオープンアセットシステムは、有価証券の所有権を直接ユーザーが管理
する仕組み 

R3と 
大手22銀行 

• ブロックチェーン技術を有するR3と、日米欧の22銀行が共同し、ブロックチェーンによる金融システム構築の可能性に
ついて検討開始 

• 将来的には、ブロックチェーンを金融サービスに採用し、商用アプリケーションも開発する予定 

(出所)各社HP、報道資料よりデロイト トーマツ コンサルティング作成 
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